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平成２９年１２月１１日 第１１回

相続税、節税対策の基礎

担当 ： 山口光徳



1.自己紹介
• 山口光徳（やまぐちみつのり） 昭和48年生まれ
• 平成4年 栃木高校卒業

• 平成9年 立教大学経済学部経営学科卒業

→軟式野球部に所属
• 平成9年～平成28年 地方銀行、税理士事務所に勤務

• 平成13年～平成22年 税理士試験、簿記論・財務諸表論・消費税
法・法人税法・相続税法合格

• 平成28年 宇都宮でYAMAGUCHI会計事務所を開業
→主に生前相続対策、事業承継対策の提案を中心に業務展開
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２．１つの相続対策と4つの相続税対策編
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2-1.誰が引き継ぐのか？
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遺言書に書かれた人

遺言書

あり なし遺言の内容が最優先

遺言がなければ相続人全
員の共有状態

相続人全員で話し合い分
割協議を行う

一人でも同意しなければ
成立しない。争族の原因
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相続問題の本質とは？



2-2-①．贈与対策
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ポイント 留意点

◆贈与税がコスト

人数増やし 期間も増やす

◆預金口座は子供名義で

◆預金通帳の管理運用は子供自身で

◆贈与契約書を作成する

◆孫への贈与も検討する

喜ぶ顔が見たい。 贈与は何年も！何回も！
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①贈与税は、もらった財産の価額から110万円の基礎控除を差し引いた残りに対してかかります。
　 1年間にもらった財産が110万円以下であれば、贈与税は0円です。

②贈与税はもらう側が負担する税金です。誰にでも贈与することができます。

③贈与の仕方（金額、人数、年数）によって、税額が変わります。贈与税の負担をしながら、
　 計画的に贈与したほうが、将来の税額（贈与税含む）が低くなることがあります。

山口太郎様
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贈与税の計算 贈与開始日:

① （ 一般贈与: 特例贈与: ）

平成27年03月12日

贈与額(人・年) 100万円 人数 4人 4人 0人 期間 10年

(単位:万円) H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H40 H41 以降 合計

贈与額 400 400 400 400 400

H34 H35 H36 H37 H38 H39

4000万円400 400 400 400 400

贈与税額 0 0 0 0 0 0万円0 0 0 0 0

ご注意事項
・影響は概算です。

・影響は財産の分割方法・状況の変化等によっても変化します。

・相続税の計算は、最終の贈与が終わった3年後で計算しています。

山口太郎様



2-2-②.教育資金の一括贈与の非課税
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祖父母から孫に対して教育資金に充てるための金銭をまとめて金融機関等に信

託をした場合には子・孫一人あたり1,500万円限度(塾など学校等以外には500万

円限度)に贈与税が非課税となる。

◆平成25年4月1日～平成31年3月31日までの贈与が対象 ◇父母から子への贈与も対象
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2-2-③．結婚･子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の創設
①
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2-2-③．結婚･子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の創設
②
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2-2-④．住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等の拡大･延長①
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平成27年度 税制改正
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2-2-④．住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等の拡大･延
長②
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自宅

婚姻20年以上の配偶者には、居住用不動産について、2,000万円（暦年贈与を
合わせると2,110万円）まで無税で贈与できる。

評価額2,110万円まで 配偶者

◆配偶者の贈与の特例を利用して無理なく節税する
◆一番手軽に節税でき相続税の対象からも除外

ポイント
・贈与税の配偶者控除を受けた場合、原則として相続開始前3年以内に贈与された財産から除外される。
・不動産登記の登録免許税・不動産取得税が約90万円かかる。（＊不動産2,000万円の場合）

2-2-⑤．贈与税の配偶者控除

自宅を配偶者に贈与



17

①自宅の土地と建物を配偶者（妻）に贈与します。

②土地の評価1,500万円　建物の評価500万円 とします。

山口太郎様
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贈与税の計算 贈与開始日:

① （妻）

平成27年03月12日

贈与額(人・年) 2000万円 人数 1人 期間 1年

(単位:万円) H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H40 H41 以降 合計

贈与額 2000

H34 H35 H36 H37 H38 H39

2000万円

贈与税額 0 0万円

相続税の計算 相続税計算日:

 ① 現状  ②将来:対策なし  ③将来:対策あり
財産 財産 財産

贈与額 ②対策なし

課税価格 課税価格 課税価格 － ③対策あり

＝ 差額

相続税納付額

贈与税額  ④影響
相続税納付額 相続税納付額 税額合計 減少額

平成34年03月13日

1億5000万円 1億5000万円 1億5000万円 相続税の総額
-2000万円 1495万円

567.5万円

0万円

747.5万円 747.5万円 567.5万円 180万円

1億5000万円 1億5000万円 1億3000万円 1135万円

360万円

ご注意事項
・影響は概算です。

・影響は財産の分割方法・状況の変化等によっても変化します。

・相続税の計算は、最終の贈与が終わった3年後で計算しています。

山口太郎様
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ポイント 留意点

◆収入が上がる！

賃貸建物の相続税評価は低くなる

◆ キャッシュフローを見て大丈夫かの判定

空室対策

所得税・住民税

修繕積立

自己資金対策

収入が上がる！楽しみが増える！そんな建物の評価に注目！

時価 評価 建築前評価 建築後評価

7,900万円

＜建物＞ ＜土地＞

木造
1億円

3,500万円

1億円

鉄筋　70％～80％
木造　40％～50％
貸家はその70％
木造：50％×70％＝35％評価

借地権割合
　×借家権(30％）が減額
借地権割合70％地域の場合
70％×30％＝21％減額

2-3．建物対策
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養子縁組の活用 留意点

◆墓守りをする孫に財産を遺したい

◆介護をしてくれた息子の嫁に

財産を遺したい

◆一代飛ばしで節税効果

相続財産5億円

親 → 子 → 孫 2.6億円の相続税

親 → 孫 1.8億円の相続税

◆相続分を本家に集中（遺留分を下げる）

◆ 養子縁組をする事で、もめる原因になる

可能性あり

◆ 実子がいる場合一人まで

実子がいない場合二人まで

◆養子は34％の人が実施

（2010～2012年の課税価格５億円以上の方）

〈養子縁組前〉
夫（将来の相続人）
妻 法定相続分 1/2
長男 法定相続分 1/4
次男 法定相続分 1/4

遺留分 1/8

〈養子縁組後〉
夫（将来の相続人）
妻 法定相続分 1/2
長男 法定相続分 1/6
長男の子 法定相続分 1/6
次男 法定相続分 1/6

遺留分 1/12

長男の子を養子縁組

2-4．相続人対策

この人に直接財産を遺したい
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山口太郎様
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ご注意事項
・影響は概算です。

・影響は財産の分割方法・状況の変化等によっても変化します。

財産分割案の変更内容 ※課税価格です。

1億5000万円

養子縁組後 7000万円 2250万円 2250万円 2500万円 1億4000万円

合計

現状 7500万円 3750万円 3750万円 0万円

財産分割案 小林花子様 小林一郎様 小林二郎様 養子

山口太郎様
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（1） 霊園・仏具

◆前もってご先祖のお墓、仏壇を整えておく。手を合わせる習慣。

◆ お墓は 非課税 （社会通念の範囲内で）

◆ 相続後に購入では控除できない

（２） 退職金

◆法人利用はメリットあり。法人から退職金をもらう。

◆ 非課税は ５００万円×法定相続人数

（３） 生命保険金

◆非課税 ５００万円×法定相続人数 を利用する

2-5-①．非課税対策

非課税財産を知っていると決定が早くなる！
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保険料の

支払人

（契約者）

死亡者

（被契約者） 受取人 かかる税金

①
夫 夫 妻

妻に相続税

②
妻 夫 妻

妻に所得税・住民税

③
妻 夫 子

子どもに贈与税

2-5-②．生命保険は契約者と受取人に注意


